
3 2015.� 5

手話とは、日本語を音声ではなく、手指や体の
動き、表情を使う独自の語彙や文法体系で表す
言語である。「音声が聞こえない」「音声で話す
ことができない」など、聴覚や音声・言語機能
に障がいを有する者にとって、手話は、日常生
活や社会生活を営む上で、情報の取得・利用と
コミュニケーションの手段として大切に守られ
てきたところである。

平成２３年８月に改正された「障害者基本法」第
３条において、「全て障害者は、可能な限り、
言語（手話を含む。）その他の意思疎通のため
の手段についての選択の機会が確保される」と
定められ、手話は言語に含まれることが明確に
位置付けられており、また、同法第２２条には、
国及び地方公共団体に対して情報の利用におけ
るバリアフリー化施策を義務付けているところ
である。

事実、近年、様々なシンポジウムや行政主催の
各種行事等においても、手話通訳者の存在が多
く見受けられるようになっており、また、本県
においても、２０１７年の全国障害者スポーツ大会
の開催に向けて、手話の普及や手話通訳者の育
成に配慮しているなど、ノーマライゼーション
社会実現のため、手話の重要性は、極めて大き
くなっている。

しかしながら、現行の規定だけでは、「音声言
語中心の社会」から「聴覚障がい者等がいつで
もどこでも情報が得られる暮らしやすい社会」
への変革を推進するには、不十分であると言わ
ざるを得ない。

このため、手話が音声言語としての日本語と対
等な言語であることを示し、家庭・学校・地域
社会その他あらゆる場において手話を使った情
報の提供やコミュニケーションが保障され、自
由に手話が使える社会環境の整備、さらには、
手話を言語として普及・研究できる環境の整備
を実現するため、手話に関する施策も含めた個
別法の整備が必要となっている。

よって、国においては、「手話言語法（仮称）」
を早期に制定するよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を
提出する。

平成２７年３月１９日

　（提出先）
　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総
務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、内閣官
房長官

「手話言語法（仮称）」の早期制定
を求める意見書

◆議案【市長提出分】
番　号 件　　　　　　　　　　名 結　果
第 １ 号 平成26年度大洲市一般会計補正予算（第７号） 原案可決
第 ２ 号 平戒26年度大洲市国民健康保険特別会計捕正予算（第３号） 原案可決
第 ３ 号 平成26年度大洲市介護保険特別会計補正予算（第３号） 原案可決
第 ４ 号 平成26年度大洲市簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 原案可決
第 ５ 号 平成26年度大洲市公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 原案可決
第 ６ 号 平成27年度大洲市一般会計予算 原案可決
第 ７ 号 平成27年度大洲市国民健康保険特別会計予算 原案可決
第 ８ 号 平成27年度大洲市国民健康保険診療所特別会計予算 原案可決
第 ９ 号 平成27年度大洲市後期高齢者医療特別会計予算 原案可決
第 10 号 平成27年度大洲市介護保険特別会計予算 原案可決
第 11 号 平成27年度大洲市簡易水道事業特別会計予算 原案可決
第 12 号 平成27年度大洲市港湾施設事業特別会計予算 原案可決
第 13 号 平成27年度大洲市土地取得造成特別会計予算 原案可決
第 14 号 平成27年度大洲市土地区画整理事業特別会計予算 原案可決
第 15 号 平成27年度大洲市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 原案可決
第 16 号 平成27年度大洲市農業集落排水事業特別会計予算 原案可決
第 17 号 平成27年度大洲市公共下水道事業特別会計予算 原案可決
第 18 号 平成27年度大洲市駐車場事業特別会計予算 原案可決
第 19 号 平成27年度大洲市温泉事業特別会計予算 原案可決
第 20 号 平成27年度大洲市商業集積施設管理特別会計予算 原案可決
第 21 号 平成27年度大洲市水道事業会計予算 原案可決
第 22 号 平成27年度大洲市工業用水道事業会計予算 原案可決
第 23 号 平成27年度大洲市病院事業会計予算 原案可決
第 24 号 大洲市地域自治推進条例の制定について 原案可決
第 25 号 大洲市過疎地域自立促進基金条例の制定について 原案可決
第 26 号 大洲市山鳥坂ダム地域振興基金条例の制定について 原案可決

第 27 号 大洲市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護
予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の制定について 原案可決

第 28 号 大洲市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の制定について 原案可決
第 29 号 大洲市教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の制定について 原案可決

第 30 号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例
の整理について 原案可決

第 31 号 大洲市情報公開条例及び大洲市個人情報保護条例の一部改正について 原案可決
第 32 号 大洲市立学校体育施設照明使用料条例及び大洲市体育施設条例の一部改正について 原案可決
第 33 号 大洲市行政手続条例の一部改正について 原案可決
第 34 号 大洲市職員退職手当条例の一部改正について 原案可決
第 35 号 大洲市立幼稚園条例の一部改正について 原案可決
第 36 号 大洲市立保育所条例の一部改正について 原案可決

第 37 号 大洲市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条
例の一部改正について 原案可決

第 38 号
大洲市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密
着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定
める条例の一部改正について

原案可決

第 39 号 大洲市介護保険条例の一部改正について 原案可決
第 40 号 大洲市消防団条例の一部改正について 原案可決
第 41 号 大洲市母とぼくの広場設置条例の廃止について 原案可決
第 42 号 財産の貸付けについて 原案可決
第 43 号 指定管理者の指定について（大洲市総合福祉センター） 原案可決
第 44 号 指定管理者の指定について（大洲城及び臥龍山荘） 原案可決
第 45 号 市道の路線認定について 原案可決
第 46 号 市道の路線変更について 原案可決
第 47 号 市道の路線廃止について 原案可決
第 48 号 大洲市水道事業会計剰余金の処分について 原案可決
第 49 号 平成26年度大洲市一般会計補正予算（第８号） 原案可決
第 50 号 公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 同　　意
第 51 号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 同　　意

◆議案【委員会提出分】
番　号 件　　　　　　　　　　名 結　果
委第４号 手話言語法（仮称）の早期制定を求める意見書の提出について 原案可決
委第５号 大洲市議会委員会条例の一部改正について 原案可決

◆請願
番　号 件　　　　　　　　　　名 結　果
第 ７ 号 伊方原発を再稼働させないことを求める請願について 継続審査

第 12 号 「大飯原発での運転差止判決」をふまえ、伊方原発を再稼働させず廃炉に向けることを
求める請願 継続審査

第 14 号 福井地方裁判所の「運転差し止め」判決を尊重し、伊方原発３号機の再稼働中止を求め
る意見書の提出を求める請願 継続審査

第 19 号 住民の安全・安心を支える国の公務・公共サービス体制の充実を求める請願書 不 採 択
第 20 号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める請願書 不 採 択
第 21 号 手話言語法（仮称）の早期制定を求める意見書の提出を求めることについて 採　　択

第 22 号 「南海トラフ大地震が起きても伊方原発の安全が保障されることが明らかになるまで伊
方原発の再稼働をしない」ことを求める意見書採択を求める請願 継続審査

◆陳情
番　号 件　　　　　　　　　　名 結　果
第 １ 号 さらなる年金削減の中止と最低保障年金制度の実現を求める陳情 不 採 択

◆報告
番　号 件　　　　　　　　　　名 結　果

第 １ 号 専決処分した事件の報告について
　専決第16号　和解及び損害賠償の額を定めることについて 受　　理
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